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Ⅰ．は　じ　め　に
　あらゆる測定に誤差が伴うことを回避することはで
きない。この誤差の要因としては、測定装置に付随す
る誤差、測定者の技術に起因する誤差、気温や気圧な
どの外部条件による誤差などがあり、誤差を許容範囲
に収めるためには、必要にして十分な精度をもつ機
器・技術を以って計測し、統計処理を施すことが求め
られる。また、測定結果を表示する際には、測定値に
影響すると考えられる環境条件を付記するとともに、
測定系に由来する誤差を明示するのが一般的である。
　同一のものに対する測定であれば、測定回数を増す
ことにより算術平均値の精度を高めることは可能であ
るが、放射線計測においては、放射線の発生自体が確
率的であることから、測定対象自体に不確かさが存在
している。電気的に発生されるエックス線であれ、原
子核崩壊により放出されるガンマ線であれ、放射線は
必ず統計的な変動をもって観測される。この統計的な
揺らぎが偶然誤差（確率誤差、統計誤差ともいう）で
ある1)。
　2011年３月11に発生した東北地方太平洋沖地震に伴
う東北電力福島第一原子力発電所の事故により放出さ
れた放射性物質が広範囲に拡散し、福島県のみならず
多くの地域で環境放射線の影響が危惧され、空間線量
率の測定が現在も続けられている。空間線量率は、日
本工業規格のエネルギー補償型のシンチレーション式
サーベイメータに関する校正手法に準拠した方法で校
正された測定器で測定することが求められる。日本工
業規格に準拠した校正が困難な場合、これに準ずる簡
易な校正方法による校正を行い、補正した値を正しい
測定値とすることが可能とされている2)。この校正が
困難な場合とは、簡易型のシンチレーション式サーベ
イメータを用いる場合のことを指すものである。2011
年３月から１年以上にわたり上記の校正済みシンチ
レーション式サーベイメータの入手が困難となったが、
早急に除染対象地域の決定をするために多数の測定器
が必要となり、構造等が比較的簡易で量産可能な簡易
型サーベイメータが広く使用されることとなった。そ
こで、これらによる測定値を信頼性のあるものとする
ため簡易補正法が示されたのである。
　簡易補正法は、基準となる校正済みのエネルギー補
償型のシンチレーション式サーベイメータを用いた測
定と同じ場所を５回測定し、対象機器による測定値の
平均値に対する基準となる校正済み測定器により得ら
れた測定値の平均値の比をとる方法であり、JIS4511
において規定されている置換法とみなすことができる
（実際、JIS4511の置換法の但し書きに「置換法には、
ISO 4037-3に規定する被校正測定器と基準器とを同
時に照射する方法及び照射装置の出力変動を監視する
ビームモニタを併用する方法を含める。」と記されて
いる）3)。
　しかしながら、偶然誤差を考慮しなければならない
放射線測定において５回の測定値の平均で十分とは考
え難いが、2011年10月に文部科学省・日本原子力研究
開発機構から通知された「放射線測定に関するガイド
ライン」では「１点での計測回数は１回」4)、翌2012年
８月に日本電気計測器工業会放射線計測委員会が公開
した「簡易的な環境放射線測定に関するガイドライン」
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では「１点での測定回数は３回以上として、その平均
値を測定結果とします」と記されている5)。以上のよ
うに、ある地点のある時刻における空間線量率として
信頼に足る値とするための測定回数については必ずし
も統一された明確な基準が示されている訳ではない。
　また、シンチレーション検出器には、通常はそう大
きくはない（１％程度）ものの、short term stability
と 称 される 特 性 がある6)。Short term stability は
count rate stability、計数率依存性とも称される特
性であり、簡易型シンチレーションサーベイメータに
よる測定時には、線量率依存性として出現する。線量
率依存性は、異なる線量率で異なる感度を示す特性で
ある。補正係数は、感度の逆数に正比例する値である
ことから、short term stability は、線量率による補
正係数の差が生じさせることになる。
　これらのことを踏まえ、本研究では空間線量率を推
定する際の測定回数及び簡易型シンチレーションサー
ベイメータの補正係数の線量率依存について検討す
る。
Ⅱ．方　　　　　法
Ⅱ―１．測定回数の検討
　⑴　測定器
　簡易型シンチレーションサーベイメータ
　　製造・販売：株式会社堀場製作所
　　品名：環境放射線モニタ PA-1000 Radi
　　Model：PA-1000
　　HGS No.：T4FYBVWH
　　製造年月日：18-May-11
　⑵　測定方法
　異なる空間放射線量率を示す４地点において、地上
１ｍの高さにおける空間線量率を10秒間隔で連続400
回測定し記録する。なお、使用した簡易型シンチレー
ションサーベイメータは、過去60秒間の測定値の平均
値を10秒間隔で表示する仕様となっている。
　⑶　検討方法
　各測定地点における連続する測定データxj につい
て、次式により移動平均値群を求める。
ここに、k は平均を算出するデータ数、i は移動量で
あり
k ＝5, 10, 15, 20, 25, 30, 35, 40, 45, 50
i ＝1～400－k ＋1
とする。このとき、算出される平均値の数をn5、n10、
…、n50とする。
　次に、連続データ数毎に算出した平均値と400回の
全データによる平均値（m400とする）との偏差二乗平
均を求める（次式）。
　上記の計算を各測定地点のデータに対して行い、得
られた偏差二乗平均の変化から、許容可能と考えられ
る測定回数を検討する。
Ⅱ―２．補正係数の線量率依存の検討
　⑴　使用測定器
　基準とする測定器
　　製造・販売：日立アロカメディカル株式会社
　　品名：空間線量率測定器
　　型名：TCS-172B
　　SN：201V6294　検出器 SN：20189095
　　校正日：2012年４月11日、2014年８月20日、2016
年８月31日
　　校正定数：（３回とも）1μ Sv/h において0.98
　検討対象測定器
　対象機種９台すべて、株式会社堀場製作所製の環境
放射線モニタ PA-1000である。
　製造番号、製造年月日を表１に示す。
　測定器番号①～③は、任意団体Ａが所有 ・ 保管し、
比較的高頻度（年間約200時間）で測定に使用している。
表１　検討対象測定器
測定器番号 HGS No. 製造年月日
① T4FYBVWH 2011/５/６
② JSPS12SA 2011/５/18
③ 3K9GXWP9 2011/７/１
④ DXPAVMR0 2012/３/29
⑤ JH2E3RWD 2012/３/29
⑥ NCF205V7V 2011/11/８
⑦ TTWY4DFP 2011/11/８
⑧ C5V04SM0 2011/11/10
⑨ 2P6HVJ05 2011/11/１
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また、測定器番号④～⑨は、任意団体Ｂに所属する個
人所有の測定器であり、使用頻度は高くはない（年間
約50時間）。任意団体Ａに所属する我々は、簡易補正
法により補正係数を算定しているが、他者からの測定
依頼、測定器の補正依頼も行っている。依頼を受ける
際にデータ利用の許諾を得ており、本研究では継続し
て補正係数を算定した９台を検討対象とした。
　⑵　測定方法
　基準とする測定器及び検討対象測定器を用いて、異
なる空間放射線量率を示す５地点において、地上１ｍ
の高さにおける空間線量率を10秒間隔で20回測定し
た。
　⑶　検討方法
　基準とする測定器による測定結果の平均値に校正定
数を乗じることにより、当該地点の空間線量率とする。
この値を対象測定器による平均値で除した値を当該測
定器の補正係数とする。任意団体Ａの測定結果から、
空間線量率が異なる地点で同様の測定を行い、異なっ
た空間線量率における補正係数を算出する。
　この測定及び補正は同様の方法で2012年にも実施し
ており、2017年の結果と合わせて検討する。なお、測
定器番号①～③については、2013年、2015年にも補正
係数を算出しており、これらも検討対象データとする。
　なお、各年の測定地点は、異なる空間線量率の地点
を採用したため必ずしも同一ではない。また、2013年
以降の測定は５地点で行ったが、2012年は高線量率地
点を含む７地点での測定結果を検討対象とした。
Ⅲ．結　　　　　果
Ⅲ―１．測定回数
　全400回の測定データを図１に示す。空間線量率（単
位はμSv/h）は、上から順に0.228±0.008、0.162±
0.006、0.106±0.003、0.069±0.003（平均値±標準
偏差）である。
　何れの空間線量率においても大きなトレンドは見ら
れないが、全体的な標準偏差の違いに加え、平均空間
線量率の高い測定値において区分的な振幅の差が視認
できる。
　これらのデータから算出した測定回数別の平均値の
偏差二乗平均及び次式による変化率（rk,i）を図２―ａ，
ｂ，ｃ，ｄに示す。縦軸は、第一主軸が偏差二乗平均
値、第二軸が変化率である。
　何れの線量率においても偏差二乗平均は、データ数
の増加により減少し、15回までの減少は急激であり、
30回以上での変化は緩やかであることがわかる。
　一方、偏差二乗平均の変化率は、測定回数に対して
減少傾向は認められるが、その減少率は必ずしも一様
ではない。
図１　簡易型シンチレーションサーベイメータによる異なる４地点の空間線量率の測定値
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Ⅲ―２．補正係数の線量率依存
　測定器番号①～③及び④～⑨の2012年の空間線量率
による補正係数の違いを図３―ａ，ｂに示す。いずれ
の測定器においても0.1μSv/h 前後の空間線量率に
おいて補正係数の大きな谷がみられる。
　同様に求めた2017年の補正係数（図４―ａ，ｂ）で
は、この傾向は必ずしも明確ではない。
　測定器番号①～③についてのこの間の補正係数（図
５―ａ，ｂ）の変化からも一定の傾向を読み取ること
は困難である。
Ⅳ．考　　　　　察
Ⅳ―１．測定回数の検討
　空間線量率が通常でもゼロでないのは、宇宙線、大
地の岩石及び大気中のラドンが主な放射線源となって
いるからである。2011年以降の日本、とりわけ東日本
においては、原子力発電所事故由来の放射性同位元素
がこれらに付加される形となっている。少なくともこ
の付加された放射線は、原子核崩壊という確率的事象
で発生する放射線であり、原理的にポアソン分布とな
る崩壊現象に伴うものである。このため本研究におい
ては、10秒間間隔で400回、トータル１時間超の測定
による平均値を当該地点の信頼に足る空間線量率とし
た。また、低線量率では、そもそもの測定データの標
図２　平均値を算出する際の測定回数による偏差二乗平均とその変化率
ａ　0.228±0.008μ Sv/h ｂ　0.162±0.006μ Sv/h
ｃ　0.106±0.003μ Sv/h ｄ　0.069±0.003μ Sv/h
いずれのグラフにおいても
　横　　軸　測定回数
　第１縦軸　偏差二乗平均（対数目盛）　　　（細線）
　第２縦軸　偏差二乗平均の変化率　　　　　（太線）
である。
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準偏差が小さいため偏差二乗平均も小さいが、測定結
果からその変化率は線量率によらないと判断できる。
　これらのことから、当該地点の信頼に足る空間線量
率とした400回の平均値に対する偏差二乗平均の変化
について検討することとした。
　変化率が減少する測定回数を図２から求めると、20
回程度の測定による平均値を採用することが望ましい
のではないかと考えられる。いずれの空間線量率にお
図４　約５年後の補正係数の線量率特性（測定2017年９月）
　　　ａ（左図）　年間使用時間：約200時間
　　　ｂ（右図）　年間使用時間：約50時間
図３　補正係数の線量率特性（測定：2012年５月）
　　　ａ（左図）　製造：2011年５月（①，②），７月（③）
　　　ｂ（右図）　製造：2011年12月（⑥～⑨），2012年３月（④，⑤）
図５　１年後，３年後の補正係数の線量率特性補正係数の変化
　　　ａ（左図）　測定：2013年５月
　　　ｂ（右図）　測定：2015年５月
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いても20回以上で変化率は0.2程度となり変化率の減
少が少なくなっていることが根拠である。また、20回
以上の測定による平均値と400回測定による平均値の
差は、いずれの線量率においても１％未満であった。
　今回のデータにおいては、測定値の標準偏差が相対
的に大きい高空間線量率において25回で上昇に転じて
いることから一般性があるとは言えないが、20回程度
の測定回数でよいものと判断した。
　満足する測定回数に違いがあるかどうかを検討する
ためには、同程度の線量率を示す多地点の測定データ
による検討が必要と考える。
Ⅳ―２．補正係数の線量率依存
　測定器番号①～③における2012年の補正係数は、空
間線量率が0.05～0.25μSv/h の間で15％程度の違い
がみられる。⑨においては25％もの違いが認められる。
すなわち、シンチレーション検出器としての short 
term stability で想定されるよりも大きな線量率依存
性が簡易型シンチレーションサーベイメータには存在
すると考えられる。これは実際に測定する際にも経験
することであり、十分な配慮が必要である。
　上記（異なる線量率での補正係数が25％という状況）
とは異なるが、環境省が定めた除染関係ガイドライン
において「補正係数が20％を超える場合（0.8未満、1.2
超）、その測定器には十分な信頼性がないものとみなす」
とされている2)。現実に販売されている測定器の中には、
非常に異なる特性を持った測定器があり、線量率に対
する補正係数がほぼ直線的に増加するものも見られた
（図６）。この測定器は補正係数が1.2を超えているため、
今回の検討対象から除外した。①～⑨の測定器は、線
量率による補正係数に差はあるが、0.8から1.2の間に
収まっていることから実用に耐える測定器と判断でき
る。
　次に、補正係数の線量率依存の経年変化について検
討する。2012年における線量率依存は、９台とも似た
ようなグラフ形状を示しているが、５年後の線量率依
存は、測定器番号④～⑨については同傾向であるが、
測定器番号①～③では、かなり異なったグラフ形状を
示している。シンチレーション検出器の short term 
stability は、主に光電子増倍管の電子軌道の問題と
考えられており6)、シンチレータ自体の特性ではない
と考えられる。また、測定器番号①～③は、ほぼ同様
の使用状況、保管状況であり、使用者は環境測定に熟
練した数名に限定され、線量率特性の変化は通電時間
とも無関係であり、製造年月日との相関も認められな
い。
　これらのことから、製造初期においては製造元のコ
ントロールが効いているものの、使用することにより
シンチレータ以外の構成部の変化により、補正係数の
線量率特性は個別の変化を示したものと判断した。
　最後に、一定の空間線量率における補正係数の変化
図６　特異な補正係数を示した測定器（④との比較）
図７　0.1μSv/h における補正係数（内挿値）の変化
　　　ａ（上図）　製造：2011年５月（①，②），
　　　　　　　　　　　　　　 ７月（③）
　　　ｂ（下図）　製造：2011年12月（⑥～⑨），
　　　　　　　　　　　 2012年３月（④，⑤）
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を検討するため、0.1μ Sv/h における補正係数を内
挿法により算出した（図７―ａ，ｂ）。④～⑨の測定
器においては、概ね補正係数が小さくなり、0.90～0.94
程度であった。①～③では、必ずしも一様ではないが、
概ね増加し、0.97程度であった。しかし、傾向を論じ
られるほどにデータ量は多くないため今後の継続的測
定が必要と考える。
Ⅴ．結　　　　　論
　簡易型シンチレーションサーベイメータにより空間
線量率を測定しようとする際には、簡易補正であれ線
量場の測定であれ、確度の高いの測定値を得るために
は、20回以上（あるいは３分以上）の測定が必要と考
えられる。
　また、簡易型シンチレーションサーベイメータには
線量率依存性があり、使用範囲の空間線量率における
数点で補正係数を求めておくことが必要である。
　更に、簡易型シンチレーションサーベイメータの場
合、補正係数の経時的変化が必ずしも一定の傾向を持
つとは言えず、正しく測定するために定期的な校正及
び補正が必要であることが確認された。
　本研究が簡易型シンチレーションサーベイメータの
正しい利用に役立てば幸甚である。
　利益相反
　本論文内容に関連する利益相反事項はない。
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